
 岡崎市廃棄物再生利用個別指定に関する規則をここに公布する。 

 

  平成21年８月13日 

 

 

 

岡崎市長 柴 田 紘 一 

 

 

 

岡崎市規則第50号 

 

   岡崎市廃棄物再生利用個別指定に関する規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和46年厚 

生省令第35号。以下「省令」という。）第２条第２号、第２条の３第２号、第

９条第２号又は第10条の３第２号の規定による市長の個別の指定（以下「再生

利用個別指定」という。）について必要な事項を定める。 

 （指定の種類） 

第２条 再生利用個別指定の種類は、次のとおりとする。 

 ⑴ 再生輸送業者 再生利用のために廃棄物の収集又は運搬（積替え又は保管

を除く。）を行うこと（以下「再生輸送」という。）を業として行う者をい

う。 

 ⑵ 再生活用業者 再生利用のために廃棄物の処分を行うこと（以下「再生活

用」という。）を業として行う者をいう。 

（指定の申請） 

第３条 再生利用個別指定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

前条各号に掲げる指定の種類ごとに次の事項を記載した再生利用個別指定業指

定申請書の正本１部及び副本１部を市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）及び住所 

 ⑵ 事業の範囲 

 ⑶ 事務所及び事業場の所在地 

 ⑷ 再生利用の目的 

 ⑸ 再生活用により得られる有用物の利用方法 

 ⑹ 事業の用に供する施設の種類、数量、設置場所及び処理能力 



 ⑺ 取引関係 

 ⑻ 事業開始予定年月日 

 ⑼ 既に再生輸送業者若しくは再生活用業者の個別指定を受けている場合又は

廃棄物処理業の許可を受けている場合（他の都道府県又は市町村で受けて

いる場合を含む。）には、その指定番号又は許可番号 

 ⑽ 申請者が未成年者である場合には、その法定代理人の氏名、生年月日、本

籍及び住所 

 ⑾ 申請者が法人である場合には、その役員の氏名、生年月日、役職名、本籍

及び住所 

 ⑿ 申請者が法人である場合において、発行済株式総数の100分の５以上の株

式を有する株主又は出資の額の100分の５以上の額に相当する出資をしてい

る者があるときは、これらの者の氏名又は名称、生年月日、本籍、住所及

び当該株主の有する株式の数又は出資の額 

 ⒀ 申請者に廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300  

  号）第４条の７又は第６条の10に規定する使用人があるときは、その者の氏 

  名、生年月日、役職名、本籍及び住所 

２ 前項に規定する申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 ⑴ 誓約書 

 ⑵ 申請者が法人である場合には、その法人の定款及び登記事項証明書 

 ⑶ 申請者が個人である場合には、その住民票の写し（本籍の記載のあるもの

に限るものとし、外国人にあっては登録原票記載事項証明書とする。以下

同じ。）並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書 

 ⑷ 前項第10号から第13号までに係る者の住民票の写し並びに成年被後見人及

び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書 

⑸ 事業計画の概要を記載した書類 

⑹ 取引関係を記載した書類 

 ⑺ 事業の用に供する施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構

造図及び設計計算書並びに保管計画書 

 ⑻ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」

という。）第８条又は第15条の許可に係る施設にあっては、当該許可証の写

し 

 ⑼ 事業の用に供する施設及び事務所付近の見取図 

 ⑽ 申請者が事業の用に供する施設の所有権を有することを証する書類（運搬 

  車両又は再生活用に直接供する機械設備にあっては、使用権を有することを 

  証する書類） 

 ⑾ 事業を行うに足りる技術的能力を説明する書類 



⑿  生活環境保全上の対策を記載した書類 

⒀  再生活用において生ずる廃棄物の処理方法を記載した書類 

⒁ 再生利用現場において使用する再生品に関する書類 

⒂ 申請者が法人である場合には、直前３年の各事業年度における貸借対照表、

損益計算書並びに法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類 

⒃  申請者が個人である場合には、資産に関する調書並びに直前３年の所得税

の納付すべき額及び納付済額を証する書類 

 ⒄  直前３年の各事業年度における確定申告書の写し 

⒅  直前３年の各事業年度における確定申告書の添付書類のうち市長が必要と

認めるものの写し 

⒆  金融機関の預金の残高証明書、融資証明書等の資金を確保することができ

ることを証明する書類 

⒇ 今後５年間の事業に係る収支計算書 

(21) その他市長が必要と認める書類及び図面  

 （指定の基準等） 

第４条 市長は、前条第１項の申請があった場合は、当該廃棄物の発生から再生

利用に至る一連の行為が市内において行われるものであって、かつ、次の各号

に掲げる指定の種類の区分に応じ、当該各号に定める基準に適合するときに限

り、指定するものとする。 

 ⑴ 再生輸送業者 

  ア 市内に住所を有すること。（法人にあっては、市内に事務所を有するこ

と。） 

  イ 市内において再生活用業者が自ら再生輸送を行い、又は排出者の委託を 

   受けて再生輸送を行うこと。 

  ウ 廃棄物を無償又は再生輸送に要する適正な費用の一部であることが明ら

かな料金で引き取ること。 

  エ 申請者が、一般廃棄物に係る指定にあっては法第７条第５項第４号イか

らヌまで、産業廃棄物に係る指定にあっては法第14条第５項第２号イから

ヘまでに該当しないこと。 

  オ 廃棄物の再生輸送を確実に遂行するための施設を所有し、又は当該施設

の使用の権原を有すること。 

  カ 引き取られた廃棄物は、すべて再生活用施設又は再生利用現場に搬入さ

れること。 

  キ 排出者と申請者との間に取引関係が確立されることが見込まれるもので、

かつ、その取引関係に継続性があること。 

  ク 再生輸送を行おうとする廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に浸透し、



並びに悪臭が漏れるおそれのない運搬車、運搬容器その他の運搬施設を有

すること。 

  ケ 次に掲げる者が市長の指定する機関が実施する廃棄物処理業に係る講習

を修了した者であること。 

   （ア） 申請者が法人である場合には、その代表者若しくはその業務を行う役

員（監査役を除く。）又は前条第１項第13号に規定する使用人（本市を

管轄する事務所の代表者に限る。） 

  （イ） 申請者が個人である場合には、当該申請者又は前条第１項第13号に規

定する使用人（本市を管轄する事務所の代表者に限る。） 

  コ 再生輸送を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を有するこ

と。 

  サ 再生輸送において生活環境保全上の支障が生じるおそれがないこと。 

 ⑵ 再生活用業者 

  ア 市内に住所を有すること。（法人にあっては、市内に事務所を有するこ

と。） 

イ 排出者の委託を受けて再生活用を行うこと。 

  ウ 排出者から廃棄物を原則として無償又は再生活用に要する適正な費用の

一部であることが明らかな料金で引き取ること。 

  エ 申請者が、一般廃棄物に係る指定にあっては法第７条第５項第４号イか

らヌまで、産業廃棄物に係る指定にあっては法第14条第５項第２号イから

ヘまでに該当しないこと。 

  オ 再生活用を行おうとする廃棄物の種類に応じ、当該廃棄物の再生活用に

適する処理施設を所有し、又は当該処理施設の使用に係る権原を有するこ

と。 

  カ 引取られた廃棄物は、その大部分が再生活用の用に供されること。 

  キ 排出者と申請者との間に取引関係が確立されることが見込まれるもので、

かつ、その取引関係に継続性があること。 

  ク 廃棄物の保管施設を有する場合にあっては、搬入された廃棄物が飛散し、

流出し、及び地下に浸透し、並びに悪臭が発散しないように必要な処置を

講じたものであること。 

  ケ 次に掲げる者が市長の指定する機関が実施する廃棄物処理業に係る講習

を修了した者であること。 

   （ア） 申請者が法人である場合には、その代表者若しくはその業務を行う役

員（監査役を除く。）又は前条第１項第13号に規定する使用人（本市を

管轄する事務所の代表者に限る。） 

   （イ） 申請者が個人である場合には、当該申請者又は前条第１項第13号に規 



  定する使用人（本市を管轄する事務所の代表者に限る。） 

  コ 再生活用を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を有するこ

と。 

  サ 再生活用において生活環境保全上の支障が生じるおそれがないこと。 

  シ 一般廃棄物の再生活用にあっては省令第６条の４第４号及び第５号、産

業廃棄物の再生活用にあっては省令第12条の12の４第４号及び第５号の規

定に適合していること。 

  ス 再生活用の過程において生ずる廃棄物の処理を適切に遂行できること。 

２ 市長は、前項の指定に際し、生活環境の保全上必要な条件を付することがで

きる。 

（指定の基準等に係る除外） 

第５条 市長は、前条第１項第１号ウ及び第２号ウに規定する基準について次の 

 各号のいずれかに該当するときは、その適用について除外することができる。 

⑴ 一般廃棄物であって、かつ、岡崎市一般廃棄物処理計画に沿った再生利用

であると認められるとき。 

⑵ 産業廃棄物であって、かつ、当該廃棄物の排出事業者が本市であるものの

うち、その再生利用が特に必要と認められるとき。 

⑶  産業廃棄物であって、かつ、市内における建設工事等から発生する汚泥を

再生利用するとき。 

 （指定証の交付） 

第６条 市長は、第４条第１項の指定をするときは、再生利用個別指定業指定証

（以下「指定証」という。）を交付するものとする。この場合において、市長

は、２年を超えない範囲内において当該指定証の有効期間を設けることができ

る。 

 （指定の延長） 

第７条 再生利用個別指定を受けた者（以下「指定業者」という。）は、前条の

有効期間の経過後引き続き再生利用個別指定業を営もうとするときは、その指

定証の有効期間が満了する前に、再生利用個別指定業指定証有効期間延長申請

書により市長に申請しなければならない。 

３ 前条の規定は、前項の申請があった場合に準用する。 

４ 第１項の規定により有効期間の延長の申請があった場合において、当該期限

の到来する日までに当該申請に対する処分がなされていないときは、当該指定

は、当該期限の到来する日後も当該申請に係る処分がなされるまでの間は、な

おその効力を有するものとする。 

５ 第１項の場合において、有効期間の延長がなされたときは、当該指定の期限

は、従前の期限の満了の日の翌日から起算して定めるものとする。 



６ 第１項に掲げる指定証の有効期間に係る延長の申請については、当該申請に

つき１回限りとする。 

（変更の承認） 

第８条 指定業者は、第３条第１項第２号、第５号及び第６号に規定する事業

の範囲等を変更しようとするときは、あらかじめ次の事項を記載した再生利用

個別指定業変更指定申請書の正本１部及び副本１部を市長に提出し、その承認

を受けなければならない。 

 ⑴ 氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）及び住所 

 ⑵ 指定年月日及び指定番号 

 ⑶ 変更の内容 

 ⑷ 変更予定年月日 

 ⑸ 変更の理由 

 ⑹ 変更に係る事業により得られる有用物の利用方法 

 ⑺ 変更に係る事業の用に供する施設の種類、数量、設置場所及び処理能力 

 ⑻ 変更に係る事業の用に供する施設の処理方式、構造及び設備の概要 

 ⑼ 変更に係る取引関係 

 ⑽ 第３条第１項第９号から第13号までに掲げる事項 

２ 第３条第２項、第４条及び第５条の規定は、事業の範囲等の変更に係る前項

の承認について準用する。 

 （変更の届出） 

第９条 指定業者は、第３条第１項第１号、第３号、第７号、第８号又は第10号

から第13号までに規定する事項を変更したときは、次の事項を記載した再生利

用個別指定業変更届出書の正本１部及び副本１部を変更の日から10日以内に市

長に提出しなければならない。 

 ⑴ 氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）及び住所 

 ⑵ 指定年月日及び指定番号 

 ⑶ 届出の内容 

 ⑷ 変更年月日 

 ⑸ 変更の理由 

２ 市長は、必要があると認めるときは、前項に規定する届出書に必要と認める

書類及び図面を添付させるものとする。 

 （廃止の届出） 

第10条 指定業者は、当該指定に係る事業の全部又は一部を廃止したときは、次

の事項を記載した再生利用個別指定業廃止届出書の正本１部及び副本１部を廃

止の日から10日以内に市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）及び住所 



 ⑵ 指定年月日及び指定番号 

 ⑶ 届出の内容 

 ⑷ 廃止年月日 

 ⑸ 廃止の理由 

 （指定の効力の停止） 

第11条 市長は、指定業者が次の各号のいずれかに該当するときは、期間を定め

てその指定の効力を停止することができる。 

 ⑴ 法若しくはこの規則若しくはこれらの規程に基づく処分に違反する行為を 

  したとき又は他人に対して当該行為をすることを要求し、依頼し、若しくは 

  示唆し、若しくは他人が当該行為をすることを助けたとき。 

 ⑵ 第４条第１項に規定する基準に適合しなくなったとき（次条第１号に該当

するときを除く。）及び第４条第２項の規定により当該指定に付した条件に

違反したとき。 

 （指定の取消し） 

第12条 市長は、指定業者が次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を

取り消すものとする。 

 ⑴ 一般廃棄物に係る指定にあっては法第７条第５項第４号イからヌまで、産 

  業廃棄物に係る指定にあっては法第14条第５項第２号イからヘまでのいずれ 

  かに該当するに至ったとき。 

 ⑵ 第８条に規定する変更の承認を受けずに事業の範囲を変更したとき。 

 ⑶ 前条の規定による指定の効力の停止に係る期間中に法第７条第１項若しく

は第６項又は法第14条第１項若しくは第６項の規定に違反して廃棄物の収

集、運搬又は処分を行ったとき。 

 ⑷ 第２号に規定する場合を除き、前条第１号に該当し、情状が特に重いと認

めるとき。 

 ⑸ 前条第２号に該当し、情状が特に重いと認めるとき。 

 （指定証の書換え交付） 

第13条 市長は、第６条又は第７条の規定により交付した指定証の記載事項に変

更があったときは、当該指定証を書き換えて交付するものとする。 

 （指定証の返納） 

第14条 指定業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに当該指定証

を市長に返納しなければならない。 

 ⑴ 第６条第１項後段の規定により付した期限の到来により当該指定がその効

力を失ったとき。 

 ⑵ 第10条の規定により事業の全部の廃止に係る届出書を市長に提出したとき。 

 ⑶ 第12条の規定により指定を取り消されたとき。 



 ⑷ 前条の規定により指定証の書換え交付を受けたとき。 

 （帳簿の記載等） 

第15条 指定業者は、帳簿を備え、その廃棄物の再生輸送又は再生活用について、

別表の左欄の指定の種類の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる事項を記

載しなければならない。 

２ 前項の帳簿は、事業場ごとに備え、毎月末までに、前月中における同項に規

定する事項について、記載を終了していなければならない。 

３ 第１項の帳簿は、１年ごとに閉鎖し、閉鎖後５年間事業場ごとに保存しなけ

ればならない。 

 （報告） 

第16条 再生輸送業者は、毎月10日までに、前月中の当該申請に係る実績に関し、

廃棄物再生輸送業実績報告書により市長に報告しなければならない。ただし、

その事業の全部若しくは一部を休止し、又は廃止したときは、その休止し、又

は廃止した日から10日以内に報告しなければならない。 

２ 再生活用業者は、毎月10日までに、前月中の当該申請に係る実績に関し、廃

棄物再生活用業実績報告書により市長に報告しなければならない。ただし、そ

の事業の全部若しくは一部を休止し、又は廃止したときは、その休止し、又は

廃止した日から10日以内に報告しなければならない。 

３ 市長は、必要があると認めるときは、指定業者に対し、当該指定に係る必要

な報告を求めることができる。 

 （委任） 

第17条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、環

境部長が定める。 

 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

  

別表 

指定の種類 記載内容 

再生輸送業者 

 

 

⑴ 再生輸送年月日 

⑵ 排出者ごとの再生輸送量及び再生輸送料金 

⑶ 再生輸送の方法及び輸送先ごとの再生輸送量 

再生活用業者 ⑴ 受入れ又は再生活用年月日 

⑵ 排出者ごとの受入量及び受入料金 



 ⑶ 再生活用の方法及び再生活用量 

⑷ 再生活用によって生じる廃棄物の持出先ごとの持出量 

⑸ 次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める事項 

 ア 再生活用によって得られる有用物を売却する場合 

有用物の売却先ごとの売却量及び売却代金 

 イ 再生活用によって得られる有用物を売却しない場合 

   有用物の利用の方法ごとの利用量 

 


